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評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：農水産食品の安全性確保のための検

査強化プロジェクト 

分野：農業・地方開発プログラム 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部保健第二グループ 

保健第三課 

協力金額（評価時点）：約 3 億 5,000 万円 

協力期間 2011 年 12 月 1 日～2014 年 11 月 30 日 

 

先方関係機関：農業農村開発省（MARD） 

日本側協力機関：厚生労働省 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）において農林水産業は 2009 年におけ

る全 GDP の 20.9％、全就業人口の 51.9％を占める基幹産業である。他方、食品安全面では政

策制度の未整備や管理者の能力不足などの問題もあり、2006～2010 年には、被害者 3 万 3,168

人、死亡者 259 人を出す食中毒が発生し、健康被害が生じている。 

ベトナムは 2007 年に世界貿易機構（World Trade Organization：WTO）の加盟国となり、物資

や人の国境を越えた自由な往来が更に活発になりつつある状況下で、国際基準に沿った安全な

食品を人々に供給することが急務となっている。また、衛生植物検疫措置（ Sanitary 

Phytosanitary：SPS）協定の履行に向け食品衛生の確保などを促進するため、適切な検査・モニ

タリング体制の確立が重要であり、その強化に向けて日本の知見・経験が必要であるとして、

わが国の技術支援が要請された。 

これを受け、わが国は 2009 年 10 月から食品衛生・安全管理に係る政策・制度の助言を行う

SPS 政策アドバイザーを専門家として派遣し、ベトナム政府内における SPS を巡る現状と課題、

SPS センター設立に向けてのベトナム側の人的、予算的配置などを明らかなものとした。特に

農水産食品に関しては、輸出検査に重きが置かれており、国内食品のモニタリング検査は対象

とする地域、食品群、検査項目、実施時期が限定されているため食品全体の安全性の把握が難

しいという課題が認められた。 

農水産食品の安全性確保のための検査強化プロジェクト（以下、「本プロジェクト」と記す）

は、農水産食品の安全性確保に必要な農薬・抗生物質・重金属などの残留物質や微生物などの

検査体制の強化及び検査官の技能向上を通じて、多種多様な農水産食品のモニタリング検査体

制の構築・強化に寄与することを目的として 2011 年 12 月から 3 年間の予定で技術協力プロジ

ェクトが実施されている。 

プロジェクト開始から 1 年 9 カ月が経過し、これまでのプロジェクトの進捗、達成状況を確

認するため、中間レビュー調査が実施された。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

国家モニタリングプログラム（The National Monitoring Program：NMP）が拡充すること

により、農水産食品の安全性の改善に寄与する。 
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（2）プロジェクト目標 

農林水産品質管理局（National Agro-Forestry Fishery Quality Assurance Department：

NAFIQAD）において、農水産食品の安全性を継続的に検査する体制が強化される。 

（3）成果 

1）NAFIQAD の検査機関における農水産食品に係る検査能力が向上する。 

2）農水産食品の安全性に係る NMP が改善される。 

3）農水産食品の安全性確保に係る政府担当者〔NAFIQAD、農業農村開発省（Ministry of 

Agriculture and Rural Development：MARD）、国際協力局（ International Cooperation 

Department：ICD）及び SPS オフィス、植物防疫局（Plant Protection Department：PPD）、

動物衛生局（Department of Animal Health：DAH）〕が育成される。 

（4）投入（平成 25 年 8 月末時点） 

・日本側投入 

1）長期派遣専門家   延べ 2 名 

2）短期派遣専門家   延べ 5 名 

3）研修員受入     延べ 25 名 

4）機材供与      総額 1,400,589.90 米ドル 

5）ローカルコスト負担 総額 306,250.21 米ドル 

 

・ベトナム側投入 

1）カウンターパート配置 合計：117 名 

2）ローカルコスト負担  1,808,139,000 ドン（約 86,000 米ドル相当） 

3）事務所及び研修スペース 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 
 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 金井 要 人間開発部技術審議役 

技術参与 加地 祥文 厚生労働省 医薬食品局 食品安全部 食品監視分

析官 

技術参与 田宮 実千雄 厚生労働省 横浜検疫所輸入食品・検疫検査センタ

ー統括検査官 

協力企画 李 祥任 人間開発部保健第三課専門嘱託 

評価分析 上野 一美 海外貨物検査（株）コンサルタント部長 

※なお、ベトナム側も MARD-ICD から 1 名調査団員が配置され、合同で中間レビュー

調査を実施。 

調査期間 2013 年 9 月 2 日〜9 月 21 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成度 

成果 1：NAFIQAD の検査機関における農水産食品に係る検査能力が向上する。 
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指標 1-1：水産物だけでなく農産物も選択されたパイロットサイトで検査される。 

パイロットサイトとして選択された NAFIQAD Branch 4 と Branch 6 は、従来から実施

していた水産物だけでなく農産物の検査ができるようになり、この指標 1-1 は既に達成

されている。 

指標 1-2：新たな標準作業手順書（Standard Operational/Operating Procedure：SOP）による

検査項目数がパイロットサイトで少なくとも 130 に増加する。 

中間レビュー調査段階で新たな SOP による検査項目数が 74 であり、残りの検査項目

も今後の短期派遣専門家のカウンターパート（Counterpart：C/P）研修により増加する。

また、検査項目数はプロジェクト終了前には 130 を超えることが確実と想定される。よ

って、指標 1-2 は達成されることが見込まれる。 

指標 1-3：認定された SOP が NAFIQAD Branch 4 と 6 で整備される。 

認定された SOP のなかで一部のものは NAFIQAD Branch 4 と Branch 6 で実用化される

ために既に整備され、その SOP を使用してモニタリング検査を実施している。 

 

成果 2：農水産食品の食品安全のための NMP が改善される。 

指標 2-1：リスク評価のためのデータベースが構築される。 

リスク評価をするためのモニタリングデータは、2013 年 5 月から開始された試行的モ

ニタリングプログラム（Trial Monitoring Program：TMP）から収集蓄積されている。デ

ータベースソフトの仕様はコンサルタントにより設計中で、そのデータベースの開発は

次の段階である。指標 2-1 はまだ達成されていないが、準備は予定どおり進められてい

る。 

指標 2-2：NMP の年間計画と実施結果の公表書式が決められる。 

この指標はプロジェクトの実態に即していないため変更する必要がある（本プロジェ

クトが実施しているのは NMP ではなく TMP であることがその理由である）。 

 

成果 3：農水産食品の安全性確保に係る政府担当者の能力が向上する。 

指標 3-1：食品衛生行政研修を受講した職員のうち、少なくとも 50％が NMP の運営・改

善に従事する。 

食品衛生行政の本邦研修受講者は 8 名である（NAFIQAD 本部 2 名、NAFIQAD 南部支

部（Southern Regional Authority：SRA）1 名、Branch 4、5、6 の各 1 名、PPD1 名、DAH1

名）。このうち、Branch 5 の 1 名を除く 7 名が TMP に直接かかわっている。2013 年 9

月時点で、4 名（NAFIQAD 本部、SRA、Branch 6）がプロジェクト管理ユニット（Project 

Managing Unit：PMU）及び作業チームのメンバーとして TMP に実施に関与しており、

他の 3 名（Branch 4、PPD、DAH）は必要に応じて支援をしている。 

指標 3-2：オンザジョブトレーニング（On the Job Training：OJT）で習得した各研修項目に

ついて、少なくとも 1 名がトレーナーとなり、エコートレーニングを実施する。 

本邦研修及び現地での OJT を受けた職員が研修項目に応じて 4 つのエコートレーニン

グの実施にかかわった。指導者数はそれぞれ、残留農薬分析（I）2 名、病原微生物 1 名、

残留動物用医薬品分析（I）1 名、アフラトキシン分析 1 名。 
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３－２ 実施のプロセス 

プロジェクトの活動は全体として当初計画どおりに実行されてきた。NAFIQADがプロジェ

クトに対して高い意欲をもっていたこととともに、派遣された専門家の適切な専門知識がプロ

ジェクトの円滑な実施に寄与したものと思われる。 

C/Pへの質問票の回答から、NAFIQADと長期派遣専門家の間のコミュニケーションは円滑で

あったことが理解される。特に、PMU会議が月例で実施され、プロジェクトの進捗管理や関係

者間で問題解決が適宜行われてきたことがC/Pからも評価されている。 

プロジェクトの進捗において外部条件からの負の影響はないといえる。それは、食品の安全

性確保のための政策が当初から変わっていないからである。また、TMPにおけるサンプリング

作業については、各パイロットサイトの農業農村開発局（Department of Agriculture and Rural 

Development：DARD）が担当している。日頃からサンプリング従事しているDARDが本プロジ

ェクトにかかわることにより、試行モニタリングの円滑かつ効果的実施に貢献しただけでな

く、DARD職員の通常業務の技能の向上にも寄与したものと思われる。 

 

３－３ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

ベトナム・日本両政府の政策の観点から、妥当性は高い。 

1）ベトナム政府の政策におけるプロジェクトの妥当性 

ベトナムは 2007 年に WTO に加盟し、科学的な根拠に基づいてヒト、植物、動物の健

康を守るために SPS を順守することが要求されている。 

2010 年に施行された食品安全法（No.55/2010/-QH12）は、食品の生産から流通、輸出

入に至るまでの食品安全確保のための条件や食品検査、リスク分析、食品事故の防止や

対策、情報提供など食品安全を確保するために組織や個人の権利と責務を示したもので

ある。この法では、MARD に食品安全政策、食品安全マネジメント、食品安全検査、食

品安全監視の責務があることが規定されており、同省は年間の検査計画を NMP として

策定・実施し、その報告を国の意思決定のために提出する。よって、本プロジェクトで

は、農水産食品の NMP の改善をめざすものであることから、ベトナムの政策と密接に

関係する。 

 

2）日本政府の ODA 政策におけるプロジェクトの妥当性 

日越共同イニシアティブにおいて、行動計画の 1 つが食品安全と衛生についての投資

促進に関するものであり、日本からの支援内容にも関係が深い。 

プロジェクト目標は、農業農村開発をとおして社会・生活の向上と格差是正を支援す

るベトナムへの日本の政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）政策と合致

する。また、農産品の安全性を含む農業技術開発のための能力開発のための国際協力機

構（Japan International Cooperation Agency：JICA）の国別支援プログラムに合致するもの

である。 

 

3）ターゲットグループにおけるプロジェクトの妥当性 

NAFIQAD は NMP の管理する調整機関として機能している。これは、NAFIQAD がプ
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ロジェクトの C/P である理由であり、NAFIQAD のモニタリングプログラム改善能力強

化が要求されている根拠である。また、NAFIQAD は農水産食品を検査・管理すること

とそのための能力がある検査機関をもっていることが技術移転をする C/P として妥当で

ある。 

 

（2）有効性 

成果が計画どおりに達成されつつあることから有効性は高い。 

1）プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の指標の観点

から、プロジェクト目標の最初の指標（NMP を実施する NAFIQAD の担当部署が規定さ

れる）は達成されている。 

プロジェクト目標の次の指標（試行的モニタリングの評価結果を NMP の改善に反映

させる）に関しては、プロジェクトによる試行モニタリングをとおして、そのデータが

モニタリング計画に基づいて順調に収集されている。科学的根拠に基づいて、データが

収集されデータベースが構築されたあとには、蓄積されたデータを評価して NMP の改

善のための提言をすることが期待される。 

 

2）成果のプロジェクト目標への貢献 

検査体制は一般に、検査技術（分析機器と分析方法）、マネジメント（分析のための

サンプリングとデータ処理）、人材（検査機関の管理者、分析官、サンプル収集者）の 3

つの要素から成り立つ。この 3 要素は、プロジェクトの 3 つの成果に対応する。3 つの

成果（検査機関能力を強化、モニタリングシステムの改善、スタッフの分析能力向上）

の達成が、検査体制を強化させるプロジェクト目標の達成につながることは論理的に明

確である。 

技術移転のステップとして、「機材供与 → C/P の本邦研修 → ベトナムでの短期専門

家による OJT → C/P によるエコートレーニング」の方法を採用しているが、実施機関の

オーナーシップ及び責任感を高めることに効果があった。そしてスタッフの能力向上の

ための効率的な検査及びモニタリングの促進に寄与している。専門家と実施機関による

高度な能力と多大な努力が成果の達成に貢献してきたことが分かる。 

 

（3）効率性 

効率性は比較的高い。 

1）投入のタイミング 

日本からの機材とローカルコストは計画どおり供与された。機材はほぼ予定どおり調

達され、プロジェクトサイトで有効に活用されている。しかし、いつくかの機材と試薬

の納入に遅れや供給業者の契約違反があり、短期派遣専門家の業務が一部影響を受けた

ことがあった。 

 

2）専門家の投入 

短期派遣専門家は技術移転における OJT を計画・実施するために予定どおり派遣され
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た。短期専門家の質は質問票の回答結果によるとターゲットグループにとって、とても

満足のいくものであった。長期派遣専門家は、短期派遣専門家とターゲットグループの

間で密接な調整をしてきたが、これはプロジェクトの計画的で円滑な実施に寄与してき

たといえる。 

 

3）実施機関の努力 

食品検査分野の NAFIQAD の優秀さと勤勉さが、プロジェクトが満足すべき達成度に

至ることに貢献したといえる。検査機関は、国際的な試験所認定 ISO17025（試験所の能

力に関する要求事項）を所有していることから、分析の信頼性を確保する精度管理の仕

組みがある。しかし、それらのデータ管理や保管などが十分であるとはいえない。それ

らの継続的な努力が必要である。 

TMP のサンプリングガイドラインの作成にあたり、本邦研修に参加した NAFIQAD ス

タッフが作業チームの中心として貢献した。 

 

4）日本から供与された機材 

NAFIQAD は、プロジェクトにより供与された機材を有効に活用している。機材の状

況は大きな問題もなくおおむね良い状態である。Branch 4 の高速液体クロマトグラフ/

タンデム質量分析計（High Performance Liquid Chromatograph/Tandem Mass Spectrometer：

LC/MS/MS）は据付段階で感度低下の問題があったが、現在はプロジェクトから伝授さ

れた方法などにより維持管理がされて良い状態で稼働している。 

 

（4）インパクト 

高い正のインパクトが期待される。 

1）検査機関の能力強化 

プロジェクトで供与された LC/MS/MS やガスクロマトグラフ/タンデム質量分析計

（Gas Chromatograph/Tandem Mass Spectrometer：GC/MS/MS）を使用して、Branch 4 及び

Branch 6 はより正確で迅速な残留農薬分析が可能になった。これは、その能力を飛躍的

に強化するものとなった。また、プロジェクトによって訓練された一斉同時分析を使っ

て、以前検出できなかった基準を超える残留農薬が検出されたことは、ベトナムにおけ

るこの検査機関が能力があることを示すことになった。 

 

2）顧客のニーズに答える能力向上 

プロジェクトによって訓練された分析手順は主にモニタリングを用途としているも

のである。その獲得された方法論は、モニタリングだけでなく顧客からの依頼分析にも

使用可能となっている。実施機関は、国際市場のニーズに合った能力を強化することが

できたといえる。 

 

（5）持続性 

プロジェクトの持続性を制度面、財政面、技術面の 3 つの面から検証すると、持続性は

比較的高いと見込まれる。 
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1）政策・組織面 

制度面での持続性は確保されていると見込まれる。MARD の戦略計画によれば、ベト

ナムの農産物輸出促進のためにも食品安全セクターの現代化と能力開発の優先度は高

い。ベトナムが WTO 加盟国であり食品安全システムを改善し、政府の管理を促進する

必要があることがその理由である。 

 

2）財政面 

MARD の NMP の予算総額は年間約 150 億ドン（交換レート 2 万 1,000 ドン/米ドルで

75 万米ドル相当）で、ベトナム政府により承認された食品安全に関する国家ターゲット

プログラムをとおして既存の NMP がこのように予算化されている。C/P 担当者から、

NMP は毎年配分されているとの説明があり、プロジェクト実施後も国家モニタリングは

財政面でも継続していくことが見込まれる。 

 

3）技術面 

NAFIQAD は、新たな知識を積極的に吸収しており、プロジェクトが供与した機材を

使って最新の分析方法を活用している。また、彼らは分析用機材、試薬、施設などベト

ナムと日本のシステムの違いを理解しており、それらの違いがあっても適切に分析方法

を適用しようとしており、プロジェクトによって獲得された分析方法の妥当性検証の方

法を使って分析項目を増やしていくことができる。それらの実施には困難が伴うかもし

れないが、プロジェクト実施後も習得した技術を自らのものとして活用し展開し、最適

な方法を開発していくことが重要である。 

 

３－４ 成果達成にかかわる促進因子と阻害因子 

（1）促進因子 

NAFIQAD はプロジェクトを通じて食品分析とモニタリング技術を正確に理解し、検査

のための基礎知識や技術を習得し、現地に適応した方法論を開発ができるまでに至ってい

る。NAFIQAD はもともと EU 向けの水産物輸出のための検査を実施していたため水産分

野に限られているとはいえ高い分析技術をもっていたこと、及び NAFIQAD の積極的な参

加と強いオーナーシップがプロジェクトの進捗に貢献する大きな要因であるといえる。 

 

（2）阻害因子 

機材運用の初期段階で一時的に環境の影響で初期不良などが発生したが、その後適切な

維持管理により機材は順調に稼働している。また、試薬などの現地調達もほぼ問題なく行

われている。よって、大きな阻害因子は中間レビュー調査時点では見当たらない。 

 

３－５ 結論 

評価 5 項目に基づく中間レビュー調査の結果によれば、プロジェクトは順調に進んでおり、

成果が発現しつつある。妥当性、有効性は高い。当初一部の機材で調達の遅れや感度低下があ

ったが、その後特に問題もなく効率性はおおむね高い。プロジェクトが順調に進めば、プロジ

ェクト目標、上位目標の達成が期待できる。高い正のインパクトもみられている。持続性の見
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込みも比較的高いといえる。プロジェクトの今後の発展のためには、習得した知見を踏まえて、

技術・マネジメント・人材育成の面で日々の継続的な努力をすることが重要である。また、プ

ロジェクトの進捗に伴い、PDM に関してプロジェクトの実態を反映していないところがあり、

指標の一部及び活動の整理などの修正を行うことを提言した。 

４．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）PDM に関する提言 

現行の PDM でいくつかの部分がプロジェクトの実態を反映していないところがあり、

調査団は、PMU が早期に合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）へ改訂 PDM

を提出し、JCC からの承認を受けるよう提言した。 

 

（2）人材育成に関する提言 

① エコートレーニングとその参加者数を増やすこと。また、本邦研修に参加した DAH と

PPD のスタッフも活用すること。 

② エコートレーニングの際には、横浜検疫所の検査センターで訓練された分析方法だけで

なくベトナムで適用可能な方法に修正したものを使うこと。 

③ 検査機関の能力を向上し精度管理データを適切に保管するために精度管理を継続的に実

施すること。 

④ 短期専門家の助言によって、NAFIQAD Branch 4 は微生物検査における限られた施設にも

かかわらず、可能な限りの努力を行っていることを確認した。現在の努力に加えて、検

査機関機能の改善のために安全キャビネットの修理、交差汚染の防止など更なる措置が

必要である。また、NAFIQAD が Branch 4 を移転する際（現施設は古く、構造上も検査施

設として不便である。現在、MARD は移転を計画中）には、サンプルの動線や手洗い施

設などの改善について検討が必要である。 

⑤ 調査団は本プロジェクトにより訓練された NAFIQAD/MARD の分析専門家が RETAQ セ

ンター（Reference Testing and Agro-Food Quality Consultancy Center：RETAQ Center）の業

務開始時に、当センタースタッフの技術研修に寄与することを期待する。 

 

（3）モニタリングへの提言 

今後の NMP を改善していくために、試行的モニタリングのデータベースの評価結果を

NMP の計画に反映すること。 

 

（4）その他の特記事項 

① プロジェクトの残り期間（1 年 2 カ月）について、プロジェクトは目標を達成するように

計画された現行の活動を実施することを最優先とすることが必要である。 

② 調査団は、プロジェクトによって検査機関の能力が向上していることを認識した。ベト

ナムにおける食品安全分野のニーズはより高度なものになっており、RETAQ センターに

は当初のプロジェクト形成時に比べてより高い能力が期待されている。中間レビュー調

査の結果を踏まえ、次の対応が実施されれば、ベトナムにおける食品安全の更なる改善

が達成されると見込まれる。 
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・ 現行の TMP に含まれていないが、更に必要な検査項目をモニタリングで検討し追加す

ること。（残留農薬分析 II、残留動物用医薬品、重金属） 

・分析結果の信頼性を確保するために各検査機関で優良試験所規範（Good Laboratory 

Practice：GLP）を理解し内部精度管理を実施すること。技能試験（外部精度管理）に

は科学技術省（Ministry of Science and Technology：MOST）や保健省のような外部機関

を活用すること。 

・モニタリングにおいては、サンプル収集場所を卸売市場だけではなく生産地がトレー

スできるところも選択すること。 

・NMP の目的をリスク管理またはリスク評価か明確にすること。 

５．教訓 

（1）相手国の複数の実施機関（NAFIQAD、PPD、DAH）の間での高い動機づけや円滑なコ

ミュニケーションはプロジェクトの成果達成レベルに大きく寄与する。 

（2）プロジェクトが OJT で必要な機材や試薬の調達にあたっては、困難が伴うこともある

が、十分な準備期間を設けることにより対処・改善が可能である。 
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第１章第１章第１章第１章    中間レビュー調査の概要中間レビュー調査の概要中間レビュー調査の概要中間レビュー調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）において農林水産業は 2009 年における

全 GDP の 20.9％、全就業人口の 51.9％を占める基幹産業である。他方、食品安全面では政策制

度の未整備や管理者の能力不足などの問題もあり、2006～2010 年には、被害者 3 万 3,168 人、死

亡者 259 人を出す食中毒が発生し、健康被害が生じている。 

ベトナムは 2007 年に世界貿易機構（World Trade Organization：WTO）の加盟国となり、物資や

人の国境を越えた自由な往来が更に活発になりつつある状況下で、国際基準に沿った安全な食品

を人々に供給することが急務となっている。また、衛生植物検疫措置（Sanitary Phytosanitary：SPS）

協定の履行に向け食品衛生の確保などを促進するため、適切な検査・モニタリング体制の確立が

重要であり、その強化に向けて日本の知見・経験が必要であるとして、わが国の技術支援が要請

された。 

これを受け、わが国は 2009 年 10 月から食品衛生・安全管理に係る政策・制度の助言を行う SPS

政策アドバイザーを専門家として派遣し、ベトナム政府内における SPS を巡る現状と課題、SPS

センター設立に向けてのベトナム側の人的、予算的配置などを明らかなものとした。特に農水産

食品に関しては、輸出検査に重きが置かれており、国内食品のモニタリング検査は対象とする地

域、食品群、検査項目、実施時期が限定されているため食品全体の安全性の把握が難しいという

課題が認められた。 

農水産食品の安全性確保のための検査強化プロジェクト（以下、「本プロジェクト」と記す）

は、農水産食品の安全性確保に必要な農薬・抗生物質・重金属などの残留物質や微生物などの検

査体制の強化及び検査官の技能向上を通じて、多種多様な農水産食品のモニタリング検査体制の

構築・強化に寄与することを目的として、2011 年 12 月から 3 年間のプロジェクトとして実施さ

れている。 

今般、プロジェクト開始から 1 年 9 カ月が経過したため、これまでの進捗と成果を確認すると

ともに、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に基づき評価を行い、プ

ロジェクトの残りの期間でとるべき措置を検討するため、中間レビュー調査を実施した。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

（1）調査団構成及び調査期間 

担当分野 氏 名 所 属 現地日程 

団長/総括 金井 要 人間開発部技術審議役 2013/9/8～9/21 

技術参与 加地 祥文 厚生労働省 医薬食品局 食品安全部 

食品監視分析官 

2013/9/8～9/21 

技術参与 田宮 実千雄 厚生労働省 横浜検疫所輸入食品・検疫検

査センター統括検査官 

2013/9/8～9/21 

協力企画 李 祥任 人間開発部保健第三課専門嘱託 2013/9/8～9/21 

評価分析 上野 一美 海外貨物検査 （株）コンサルタント部長 2013/9/2～9/21 
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（2）調査行程 

2013 年 9 月 2 日（月）～9 月 21 日（土） 

詳細は付属資料 1 のとおり。 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

（1）上位目標 

国家モニタリングプログラム（The National Monitoring Program：NMP）が拡充することに

より、農水産食品の安全性の改善に寄与する。 

 

（2）プロジェクト目標 

農林水産品質管理局（National Agro-Forestry Fishery Quality Assurance Department：NAFIQAD）

において農水産食品の安全性を継続的に検査する体制が強化される。 

 

（3）成果 

成果 1：NAFIQAD の検査機関における農水産食品に係る検査能力が向上する。 

成果 2：農水産食品の安全性に係る NMP が改善される。 

成果 3：農水産食品の安全性確保に係る政府担当者〔NAFIQAD、農業農村開発省（Ministry 

of Agriculture and Rural Development：MARD）、国際協力局（International Cooperation 

Department：ICD）及び SPS オフィス、植物防疫局（Plant Protection Department：

PPD）、動物衛生局（Department of Animal Health：DAH）〕が育成される。 

 

（4）協力期間 

2011 年 12 月 1 日～2014 年 11 月 30 日（3 年間） 

 

（5）対象地域 

ハノイ（NAFIQAD 本部）、NAFIQAD Branch 4（ホーチミン市）、Branch 6（カントー市）

及び両 Branch の所管地域 

 

（6）相手国機関名 

MARD-ICD SPS オフィス、NAFIQAD、PPD、DAH 
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第２章第２章第２章第２章    中間レビュー中間レビュー中間レビュー中間レビュー調査調査調査調査の方法の方法の方法の方法 

 

本中間レビュー調査は、新 JICA 事業評価ガイドライン（第一版）に基づいて、評価手法とし

て、プロジェクトをマネジメントする「論理的枠組み」であるロジカル・フレームワーク（ログ

フレーム）を採用した。 

（1）プロジェクト運営管理のための要約表である最新のプロジェクト・デザイン・マトリック

ス（Project Design Matrix：PDM）に基づいた計画達成度の把握（投入実績、活動状況、成果

の達成度、プロジェクト目標の達成見込み） 

（2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点に基づいた収集デー

タの分析 

（3）分析結果からの教訓、提言のまとめ 

なお、本調査は、プロジェクトの目標達成度や成果などを分析するとともに、プロジェク

トの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）

に取りまとめ、ベトナム側と合意をした。 

 

２－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

最新の PDM に基づいて評価設問、必要なデータ、情報源などを含む評価項目について評価グ

リッドを作成し、評価デザインをした。 

 

表－１ 評価グリッドにおける評価項目 

 評価設問 

大項目 小項目 

実績の検証 上位目標は達成される見

込みか。 

前年の結果に基づいて NMP が更新されるか。 

プロジェクト目標は達成

される見込みか。 

NMP の実施結果により得られた重点項目に従い、翌年の

実施計画が策定される。 

成果は達成されている

か。 

1. NAFIQAD の検査能力が向上する。 

2. 農水産食品の安全性に係る NMP が改善される。 

3. 農水産食品の安全性確保に係る政府担当者の能力が向

上する。 

実施プロセ

スの検証 

活動の進捗は予定どおり

か。 

活動は予定どおり行われたか。 

活動の進捗に影響を与えた要因は何か。 

プロジェクトマネジメン

トは適切に実施されてい

るか。 

プロジェクトのモニタリングは行われていたか。 

モニタリングの仕組みは適切か。 

関係機関の役割は明確か。 
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 専門家と C/P との関係は

適切か。 

専門家と C/P とのコミュニケーションは円滑に行われた

か。 

C/P に意識の変化はあったか。 

相手国実施機関のオーナ

ーシップは高いか。 

C/P は適正に配置されたか。 

プロジェクト実施に際し適切な予算配分・人材配置がとら

れたか。 

妥当性 上位目標とプロジェクト

目標はドナーと相手国の

政策及びターゲットグル

ープのニーズと整合して

いるか。 

ベトナムの開発政策に合致した上位目標とプロジェクト

目標の妥当性 

ベトナムのニーズに合致した上位目標とプロジェクト目

標の妥当性 

日本の援助政策に合致した上位計画とプロジェクト目標

の妥当性 

有効性 プロジェクトの実施によ

り、期待される効果が得

られているか。プロジェ

クトは有効か。 

プロジェクト目標の達成度 

各成果のプロジェクト目標達成との関連性 

活動・成果・プロジェクト目標の関係の適切性・論理性 

外部条件の影響 

効率性 投入に見合った成果が達

成されているか。 

成果の達成度合いの適切度 

投入された人材・研修・機材の適正度とその活用度 

インパクト プロジェクト実施の効果

はあるか。 

上位目標達成の見込み 

上位目標の達成はプロジェクト目標の達成によりもたら

されるか。 

予期しないインパクトが

みられたか。 

予期しなかった正のインパクト 

予期しなかった負のインパクト 

持続性 プロジェクトの便益はプ

ロジェクト終了後も持続

するか。 

制度面 

財政面 

技術面 

 持続性に関する促進要

因・阻害要因は何か。 

促進要因・阻害要因 

 

２－２ データ収集方法 

上記の評価グリッドに基づき質問票を作成し、現地入りする前にベトナム語に翻訳のうえ、事

前に関係者に配布し回答を得た。その回答を踏まえて現地でインタビューと現場視察を行った。

作成した質問票及び質問票への回答の集計を付属資料 5、6 に示す。 

 

２－３ データ分析方法 

収集されたデータについて以下の評価 5 項目に基づいて分析を行った。 
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表－２ 評価 5 項目 

妥当性 評価時点において、プロジェクト目標、上位目標が妥当であるかどうかをベト

ナム政府の政策、ターゲットグループのニーズ、日本の援助政策との整合性の

観点から検討する。 

有効性 プロジェクトの成果の達成度合い、及び成果がプロジェクト目標の達成度にど

のように寄与しているかを検討する。 

効率性 プロジェクトの投入から産生される成果の程度は、タイミング、質、量の観点

から妥当であったかどうかを分析する。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果や正負のインパクトを、

当初予期しなかった効果も含め検討する。 

持続性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続されるか、

あるいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、政策面、財

政面、技術面からプロジェクトの持続性の見込みを考察する。 

 

現地でのインタビュー及び現場訪問の結果を評価グリッドとしてまとめ、現地でベトナム側と

協議のうえ、内容を合意した。合意した評価グリッドの内容に基づき、M/M を双方で協議し署名

を行った。（M/M は付属資料 3 参照） 

なお、プロジェクト活動を客観的に評価するためにベトナム側からも評価調査団の一員として

評価に参加した。 
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第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績 

 

３－１ 投入の実績 

日本側、ベトナム側は、討議議事録（Record of Discussion：R/D）及び PDM、活動計画表（Plan 

of Operation：PO）に基づき、以下の投入を行った。 

（1）日本側 

1）専門家派遣 

長期派遣専門家は、プロジェクト開始当初から中間レビュー調査時点まで、チーフアド

バイザー、業務調整員の 2 名を派遣している。また、モニタリング計画、残留農薬分析、

病原微生物、アフラトキシン、残留動物用医薬品分析の分野で計 5 名の短期派遣専門家を

派遣した。（詳細は付属資料 3．合同評価レポート Annex１のとおり） 

2）C/P トレーニング 

本邦研修：食品衛生行政とモニタリング計画、残留農薬分析 I/II、病原微生物、残留動

物用医薬品分析 I/II、サンプリング、アフラトキシン。（詳細は合同評価レポート Annex 3-1

のとおり） 

短期派遣専門家による OJT：食品衛生行政とモニタリング計画、残留農薬分析 I、病原

微生物、残留動物用医薬品分析 I、アフラトキシン。（詳細は合同評価レポート Annex 3-2

のとおり） 

3）機材供与 

中間レビュー調査時点までに、高速液体クロマトグラフ/タンデム質量分析計、振とう器、

超純水製造装置、標準品などが Branch 4 と Branch 6 に供与された。（詳細は合同評価レポ

ート Annex 4 のとおり） 

4）プロジェクト関係費用 

2011 年の開始時から 2013 年 8 月までの日本側負担の現地業務費（旅費、宿泊費、会議

費などを含む）は 286,520.39 米ドル、OJT 用機材、試行モニタリングプログラム（Trial 

Monitoring Program：TMP）は 136,807.78 米ドル。（詳細は合同評価レポート Annex 5-1、5-2

のとおり） 

 

（2）ベトナム側 

1）C/P 

カウンターパート（Counterpart：C/P）におけるプロジェクト管理ユニット（Project 

Managing Unit：PMU）として、PMU メンバー3 名、PMU 支援スタッフ 10 名を配置した。

また、TMP の開発と実施の作業チームに 8 名、サンプリングの作業チームに 12 名を配置

した。（詳細は合同評価レポート Annex 2-1、2-2、2-3 のとおり） 

2）ローカルコスト 

2012 年から 2013 年 8 月までのプロジェクトのローカルコストは、プロジェクトの準備

費、手当てなどの管理費、プロジェクト実施における活動費などを含み合計は 1,808,139,000

ドンである。（詳細は合同評価レポート Table C/P Budget for the Project のとおり） 
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３－２ 活動の実績 

PDM に基づき、以下のとおり活動を実施したことが確認された。 

 

表－３ 活動の達成度（中間レビュー調査時点） 

活 動 達成度 

1-1 ターゲットグループの職員に対し

て日本において検査技術研修〔サン

プリング、検査、優良試験所規範

（GLP）など〕を実施する。 

2012 年と 2013 年に本邦研修が実施された。その分野は、

モニタリング、残留農薬分析 I/II、病原微生物、残留動物

用医薬品分析 I/II、サンプリング、アフラトキシン。 

1-2 高度な検査方法に係る研修を

NAFIQAD Branch 4 及び 6 で実施す

る。 

2012 年と 2013 年に短期派遣専門家による最新検査技術の

OJT が NAFIQAD Branch 4 と 6 で行われた。その分野は、

残留農薬分析、病原微生物、残留動物用医薬品分析、アフ

ラトキシン。 

1-3 日本の経験に基づき、NAFIQAD の

職員に対して GLP 研修を実施する。 

NAFIQAD職員への短期派遣専門家による GLP研修はまだ

開始されていない。 

1-4 検査手法の標準化のために標準作

業手順書（SOP）を制定又は改定す

る。 

モニタリング活動のために以下の SOP が制定された。 

GC/MS/MS と LC/MS/MS を使用した農産物における残留

農薬の一斉同時分析の SOP１件。 

PCR による食品のコレラ菌 O1、O139 及び大腸菌 O157 の

ための SOP２件。 

モニタリングのためのサンプリングのための SOP１件。 

2-1 日本において C/P に対して行政研

修を実施する。 

日本で C/Pに対して食品衛生行政とモニタリング計画の行

政研修が 2012 年に実施された。 

2-2 行政研修の成果を基に、モニタリ

ング指標及び実施体制を選択・分類

する。 

TMP は以下のように計画された。 

・サンプリングサイト：ハノイとカントーの卸売市場 

・対象品目：豚肉、鶏肉、葉物野菜、果物、海水魚、カシ

ューナッツ、コメ、養殖魚 

・検査項目：サルモネラ、多成分残留農薬、アフラトキシ

ン、β遮断薬、ニトロフラン、テトラサイクリン、エン

ロフロキサシン/シプロフロキサシン 

・サンプル数：品目と項目ごとに 231 サンプル 

・体制：サンプリングは DARD、検査は NAFIQAD Branch 

4 と Branch 6、データは NAFIQAD SRA で収集される。 

2-3 活動 2-2 を踏まえて、パイロット

サイトにおいて、農水産食品の TMP

を実施し、評価する。 

TMP は 2013 年 5 月から 1 年間の予定でパイロットサイト

で開始され、NAFIQAD SRA がモニタリングデータを収集

している。2013 年 9 月時点でプロジェクトはリスク評価の

ためのデータベースソフトの準備を開始した。 
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2-4 試行モニタリングをとおして蓄積

されたデータベースの評価方法を策

定し、NMP の提案をする。 

データベースソフト構築のため業者調達段階にある。 

3-1 本邦研修受講者を対象に、パイロ

ットサイトで OJT を実施する。 

C/P のための OJT は短期派遣専門家によって実施されてき

た。その分野は、残留農薬分析、残留動物用医薬品分析、

アフラトキシン分析、モニタリング。 

3-2 OJT にて高度技術を習得した C/P

が対象である検査機関の技術者を対

象に、エコートレーニングを実施す

る。 

プロジェクトによって高度な技術を習得した NAFIQAD 職

員がターゲットグループのラボの技術専門家にエコート

レーニングを行っている。その分野は、サンプリング、残

留農薬分析、動物医薬品分析、アフラトキシン、病原微生

物。 

 

表－４ 今後の活動予定（中間レビュー調査以降）（参考） 

活 動 達成度 

1-1 ターゲットグループの職員に対し

て、日本において検査技術研修（サ

ンプリング、検査、GLP など）を実

施する。 

重金属（2013 年 11 月）と GLP（2014 年）の本邦研修が計

画されている。 

1-3 日本の経験に基づき、NAFIQAD の

職員に対して GLP（優良試験所規範）

研修を実施する。 

短期派遣専門家による NAFIQAD 職員への GLP の OJT 研

修が 2014 年に計画されている。 

1-4 検査手法の標準化のために SOP を

制定又は改定する。 

動物用医薬品とアフラトキシンの新しい SOP が NAFIQAD

に提出され、承認を待って制定される見込み。 

2-4 試行モニタリングをとおして蓄積

されたデータの評価方法を考案し、

NMP の提案をする。 

TMP をとおして蓄積されているデータベースの構築後、

NMP の改善のための提案をする評価方法が策定される。 

3-1 本邦研修受講者を対象に、パイロ

ットサイトで OJT を実施する。 

重金属と GLP の現地での OJT が 2014 年に計画されてい

る。 

3-2 OJT で高度な技術を習得した C/P

がターゲットグループの検査機関の

専門技術者にエコートレーニングを

実施する。 

重金属と GLP のためのエコートレーニングが 2014 年に計

画されている。 

 

３－３ 成果達成の見込み 

成果の達成度を以下に示す。 

 

３－３－１ 成果１と指標 

成果 1 NAFIQAD の検査機関における農水産食品に係る検査能力が向上する。 

指標 1-1 選定されたパイロットサイトにおいて、水産食品のみならず農産食品も検査が実
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施される。 

1-2 新しい標準作業手順書（Standard Operational/Operating Procedure：SOP）による検査

項目数がパイロットサイトにおいて最低 130 に増加する。 

1-3 認定された SOP が NAFIQAD Branch 4 と 6 において整備される。 

 

成果 1 の達成度は上記３つの指標に基づいて検証される。 

指標 1-1：パイロットサイトとして選択された NAFIQAD Branch 4 と Branch 6 は、従来から

実施していた水産物だけでなく農産物の検査ができるようになり、この指標 1-1 は

既に達成されている。 

指標 1-2：中間レビュー調査段階で新たな SOP による検査項目数が 74 であり、残りの検査

項目も今後の C/P 研修により増加する。また、検査項目数はプロジェクト終了前に

は 130 を超えることが確実と想定される。よって、指標 1-2 は達成されることが見

込まれる。 

指標 1-3：認定された SOP のなかで一部のものは NAFIQAD Branch 4 と Branch 6 で実用化の

ために既に整備され、その SOP を使用してモニタリングの検査を実施している。 

 

（1）NAFIQAD Branch 4 と Branch 6 による水産物と農産物検査の実施 

NAFIQAD Branch 4 と Branch 6 は従来水産物のモニタリングを行っていたが、プロジェク

トで供与された機材と本邦研修、現地での OJT により分析技術が移転され、これらの検査機

関は、水産物の検査技術を改善するだけでなく、コメ、葉物野菜、果物、ナッツ、鶏肉、豚

肉などの農産物の検査のための技術を習得している。 

以下の SOP は、プロジェクトによる本邦研修と現地での短期派遣専門家による OJT によ

り開発されてきたものである。今後の研修により動物医薬品、アフラトキシンや残りの残留

農薬分析などが実施される予定である。 

 

表－５ 開発された SOP と検査項目数（中間レビュー調査時点） 

分 野 SOP 検査項目数 

残留農薬分析 GC/MS/MS と LC/MS/MS による農産物（野菜、果

物など）の一斉同時分析 

71 

大腸菌 O157 PCR（ポリメラーゼ連鎖反応法）による食品中の

大腸菌 O157 の検出方法 

1 

コレラ菌 PCR（ポリメラーゼ連鎖反応法）による食品中の

コレラ菌 O1 と O139 の検出方法 

2 

合計  74 

 

（2）NAFIQAD により認定されモニタリングに使用される新たな SOP 

次の SOP が NAFIQAD により認定され発行された。 

・残留農薬：SOP 1 件 

ガ ス ク ロ マ ト グ ラ フ / タ ン デ ム 質 量 分 析 計 （ Gas Chromatograph/Tandem Mass 

Spectrometer：GC/MS/MS）と高速液体クロマトグラフ /タンデム質量分析計（High 
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Performance Liquid Chromatograph/Tandem Mass Spectrometer：LC/MS/MS）による残留農薬

の一斉同時分析の SOP 

・微生物：SOP 2 件 

ポリメラーゼ連鎖反応法（Polymerase Chain Reaction：PCR）による食品中の大腸菌 O157

の検出のための SOP 

PCR による食品中のコレラ菌 O1 と O139 の検出のための SOP 

・モニタリングのためのサンプリング：SOP 1 件 

農水産物の食品安全モニタリングのためのサンプリングガイドライン 

 

３－３－２ 成果２と指標 

成果 2 農水産食品の食品安全のための NMP が改善される。 

指標 2-1 データベースがリスク評価のために構築される。 

2-2 NMP の年間計画と実施結果の公式書式が規定される。 

 

成果 2 の達成度は上記 2 つの指標に基づいて検証される。 

指標 2-1：リスク評価をするためのモニタリングデータは、2013 年 5 月から開始された TMP

から収集蓄積されている。データベースソフトの仕様はコンサルタントにより設

計中で、そのデータベースの開発は次の段階である。指標 2-1 はまだ達成されてい

ないが、準備は予定どおり進められている。 

指標 2-2：この指標はプロジェクトの実態に即していないため変更する必要がある（本プロ

ジェクトが実施しているのは NMP ではなく TMP である）。（付属資料 8 参照） 

 

３－３－３ 成果３と指標 

成果 3 農水産食品の安全性確保に係る政府担当者の能力が向上する。 

指標 3-1 管理研修を受講した職員のうち、少なくとも 50％が NMP の運営管理・改善に従

事する。 

3-2 OJT を受けた C/P のなかで少なくとも 1 名が、各研修項目に関する指導者となり、

エコートレーニングを実施する。 

 

成果 3 の達成度は上記２つの指標に基づいて検証される。 

指標 3-1：管理研修の受講者は 8 名である（NAFIQAD 本部 2 名、NAFIQAD SRS1 名、Branch 

4、5、6 の各 1 名、PPD1 名、DAH1 名）。このうち Branch 5 の 1 名を除く 7 名が

TMP に直接かかわっている。2013 年 9 月時点で、4 名（NAFIQAD 本部、SRA、

Branch6）が PMU 及び作業チームのメンバーとして TMP に実施に関与しており、

他の 3 名（Branch 4、PPD、DAH）は必要に応じて支援をしている。 

指標 3-2：本邦研修及び現地での OJT を受けた職員が研修項目に応じて 4 つのエコートレー

ニングの実施にかかわった。指導者数は以下のとおり。 

残留農薬分析（I）2 名 

病原微生物 1 名 

残留動物用医薬品分析（I）1 名 



 

－11－ 

アフラトキシン分析 1 名 

 

３－４ プロジェクトの実施体制・実施プロセス 

プロジェクトの活動は全体として当初の計画どおりに実行されてきた。ベトナム側実施機関が

プロジェクトに対して高い意識をもっていたことと、派遣された専門家の適切な専門能力がプロ

ジェクトの円滑な実施に寄与したものと思われる。 

C/P への質問票の回答から、実施機関と長期派遣専門家間のコミュニケーションは円滑であっ

たことが理解される。特に、PMU 会議が月例で実施され、プロジェクトの進捗管理や関係者の間

で問題解決を適宜行われてきたことが C/P からも評価されている。 

プロジェクトの進捗において外部条件からの負の影響はないといえる。それは、食品の安全性

確保のための政策が当初から変わっていないからである。また、TMP におけるサンプリング作業

については、各パイロットサイトの農業農村開発局（Department of Agriculture and Rural 

Development：DARD）が担当している。日頃からサンプリングに従事している DARD が本プロ

ジェクトにかかわることにより、TMP の円滑かつ効果的実施に貢献しただけでなく、DARD 職員

の通常業務の技能向上にも寄与したものと思われる。 
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第４章第４章第４章第４章    中間レビュー中間レビュー中間レビュー中間レビュー調査調査調査調査の結果の結果の結果の結果 

 

４－１ 評価 5 項目の評価結果 

（1）妥当性 

ベトナム・日本両政府の政策の観点から、妥当性は高い。 

1）ベトナム政府の政策におけるプロジェクトの妥当性 

ベトナムは 2007 年に WTO に加盟し、科学的な根拠に基づいてヒト、植物、動物の健康

を守るために SPS を順守することが要求されている。 

2010 年に施行された食品安全法（No.55/2010/-QH12）は、食品の生産から流通、輸出入

に至るまでの食品安全確保のための条件や食品検査、リスク分析、食品事故の防止や対策、

情報提供など食品安全を確保するために組織や個人の権利と責務を示したものである。こ

の法では、MARD に食品安全政策、食品安全マネジメント、食品安全検査、食品安全監視

の責務があることが規定されており、同省は年間の検査計画を NMP として策定・実施し、

その報告を国の意思決定のために提出する。よって、本プロジェクトでは、農水産食品の

NMP の改善をめざすものであることから、ベトナムの政策と密接に関係する。 

2）日本政府の ODA 政策におけるプロジェクトの妥当性 

日越共同イニシアティブにおいて、行動計画の 1 つが食品安全と衛生についての投資促

進に関するものである。本プロジェクト目標は、農業農村開発を通して社会・生活の向上

と格差是正を支援するベトナムへの日本の ODA 政策と関連する。また、農産品の安全性

を含む農業技術開発のための能力開発のための JICA の国別支援プログラムに合致するも

のである。 

3）ターゲットグループにおけるプロジェクトの妥当性 

NAFIQAD は、MARD の 3 部局により担当ごとに実施される NMP を管理する調整機関

として機能している。これは、NAFIQAD がプロジェクトの C/P に選ばれた理由であり、

NAFIQAD にモニタリングプログラム改善の能力強化が要求されている根拠である。 

NAFIQAD は農水産食品を検査・管理することと、そのための能力をもった検査機関を

所有していることが技術移転をする C/P として妥当であるといえる。 

 

（2）有効性 

成果が計画どおりに達成されつつあることから有効性は高い。 

1）プロジェクト目標の達成度 

PDM の指標の観点から、プロジェクト目標の最初の指標（NMP を実施する NAFIQAD

の担当部署が規定される）は達成されている。 

試行モニタリングをとおして、そのデータがモニタリング計画に基づいて順調に収集さ

れている。科学的根拠に基づいてデータが収集され、データベースが構築された後には、

蓄積されたデータを評価して NMP の改善のための提言をすることが期待される。 

プロジェクト目標の 2 つ目の指標については、TMP は 2013 年 5 月に開始され 1 年間の

予定で実施されており、2013 年 9 月の中間レビュー調査時点では円滑に運営されている。

2014 年 4 月には、収集したデータを基にリスク評価の実施が予定されている。その後、

NMP 改善への提言が 2014 年中に行われることが期待される。 
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2）成果のプロジェクト目標への貢献 

検査体制は一般に次の 3 つの要素からなる。 

① 検査技術：分析機器と分析方法 

② マネジメント：分析のためのサンプリングとデータ処理 

③ 人材：検査機関の管理者、分析官、サンプル収集者 

上記の検査体制の 3 要素はプロジェクトの 3 つの成果に対応する。検査機関の能力を強

化し、モニタリングシステムを改善し、スタッフの分析能力を向上させることで成果の達

成が、上記の 3 つを構成要素とする検査体制を強化させるプロジェクト目標の達成につな

がることは論理的に明確である。 

検査機関の視察とプロジェクトの実施機関への聞き取りから、検査機関が種々の努力を

していることが判明した。 

・新たな SOP により一斉同時分析を使い検査項目数を増加させている。 

・LC/MS/MS や GC/MS/MS、リアルタイム PCR（Real Time-Polymerase Chain Reaction：RT- 

PCR）などの高度な分析技術を使って検査の効率化・高速化を図っている。 

・ISO17025 の取得とともに技能試験（Proficiency Test：PT）や内部精度管理による精度管

理を行い、検査機関の信頼性向上を図っている。 

・科学的な根拠に基づいて効率的な管理によるサンプリングをしている。 

・エコートレーニングにより検査の知識や技術を強化し実施機関の能力強化を図っている。 

 

技術移転のステップ： 

機材供与 → C/P の本邦研修 → ベトナムでの短期専門家による OJT 

→ C/P によるエコートレーニング 

 

上記の技術移転の方法論は、実施機関のオーナーシップ及び責任感の高揚に効果があっ

た。そしてスタッフの能力向上のための効率的な検査及びモニタリングの促進に寄与して

いる。 

以上のことから、専門家と実施機関による高度な能力と多大な努力が成果の達成に貢献

してきたことが分かる。 

プロジェクトの目的は検査とモニタリングの技術・システムの移転である。それらの技

術は精密で手間がかかるものであり、サンプリングから検査機関での作業、報告書作成に

至るまでその方法を検証する必要がある。それゆえ、実施にあたっては周到な計画と管理

により効果的・効率的に行うことが重要である。インタビューをした C/P からは、「分析

の作業手順だけでなく検査機関のマネジメントで要求される問題解決について学ぶこと

ができたため、短期専門家の研修は非常に役立った。」との回答を得た。 

 

（3）効率性 

効率性は比較的高い。 

1）投入のタイミング 

日本からの機材とローカルコストは計画どおり供与された。機材はほぼ予定どおり調達

され、プロジェクトサイトで有効に活用されている。しかしながら、いくつかの機材と試
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薬の納入に遅れがあり、供給業者の契約違反がみられるなどし、短期派遣専門家の業務が

一部影響を受けた。 

2）専門家の投入 

短期派遣専門家は技術移転のために OJT を計画・実施するために予定どおり派遣された。

質問票の回答結果によると、対象者にとって短期派遣専門家の質は大変満足いくものであ

ったと確認された。 

長期派遣専門家は、短期派遣専門家と対象者との間で密接な調整をしてきたが、これは

プロジェクトにおける円滑な運営実施に寄与してきたといえる。それゆえ、日本人専門家

の投入は最大限活用されたといえる。 

3）実施機関の努力 

食品検査分野の実施機関の優秀さと勤勉さがプロジェクトが満足すべき達成度に至る

ことに貢献したといえる。検査機関は、国際的な試験所認定 ISO17025（試験所の能力に関

する要求事項）を所有していることから、分析の信頼性を確保する精度管理の仕組みがあ

る。しかし、それらのデータ管理や保管などが十分であるとはいえない。それらの継続的

な努力が必要である。 

TMP のサンプリングガイドラインの作成にあたり、本邦研修に参加した NAFIQAD スタ

ッフが作業チームの中心として貢献した。 

4）日本から供与された機材 

実施機関は、プロジェクトにより供与された機材を有効に活用している。機材の状況は

大きな問題もなくおおむね良い状態である。Branch 4 の LC/MS/MS は据付段階で感度低下

の問題があったが、現在は維持管理がされ、良い状態で稼働している。 

 

（4）インパクト 

高い正のインパクトが期待される。 

1）検査機関の能力強化 

プロジェクトで供与された LC/MS/MS や GC/MS/MS を使用して、対象検査機関はより

正確で高速な残留農薬分析が可能となった。これは、その能力を飛躍的に強化するものと

なった。また、プロジェクトによって訓練された一斉同時分析を使って、以前検出できな

かった基準を超える残留農薬が検出されたことは、ベトナムにおける当検査機関の能力を

示すことにつながった。 

2）顧客のニーズに答える能力向上 

プロジェクトによって訓練された分析手順は主にモニタリングを用途としているもの

である。その獲得された方法論は、モニタリングだけでなく顧客からの依頼分析にも使用

可能である。実施機関は、国際市場のニーズに合った能力を強化することができたといえ

る。 

 

（5）持続性 

特にベトナムの食品安全状況の観点から、持続性は比較的高いといえる。 

プロジェクトの持続性を制度面、財政面、技術面の 3 つの面から検証すると、持続性は将

来も確保されていると見込まれる。 
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1）政策・組織面 

制度面での持続性は確保されていると見込まれる。MARD の戦略計画によれば、ベトナ

ムの農産物輸出促進のためにも食品安全セクターの現代化と能力開発の優先度は高い。ベ

トナムが WTO 加盟国であり食品安全システムを改善し、政府の管理を促進する必要があ

ることがその理由である。 

プロジェクト期間中、NAFIQAD の職員数は 2011 年 12 月から 2013 年 9 月まで減少して

おらず、必要な職員の配置が継続的に確保されている。このように組織面での持続性は確

保されていると考えられる。 

2）財政面 

PDM の投入欄にベトナム側のプロジェクトの C/P 予算配分が記述されており、

NAFIQAD Branch 4 と 6 の研修費用と機材の維持管理費を含むとある。 

表－６は、プロジェクトの C/P 予算（予算配分と支出）であり、2012 年におけるプロジ

ェクト管理ユニットの管理コストが約 20％、研修費用が約 80％であることを示すが、こ

の研修費用は 2012 年の試薬調達とエコートレーニングの費用を含むものである。 

 

表－６ プロジェクトのための C/P 予算（2012～2013） 

（単位：1,000 ドン） 

 2012 年 2013 年 

予算配分 支出 割合％ 予算配分 支出＊ 

 合計 1,800,000 1,442,468 100 2,937,000 365,671 

1 I.プロジェクト準備予算 11,600 9,800 0.7   

2 II. PMU の支出（管理費等） 456,766 310,130 21.5 1,189,200 212,502 

3 III.プロジェクト活動費 1,331,634 1,122,538 77.8 1,737,800 181,944 

 3.3 C/P 研修費 1,331,634 1,122,538  1,354,800 153,169 

 3.3.1 本邦研修 20,000 920  6,800  

 3.3.2 ベトナムでの研修 1,311,634 1,121,618  1,348,000 153,169 

 a. OJT 480,000 461,237 （32.0） 800,000  

 b. エコートレーニング 831,634 660,381 （48.8） 548,000 153,169 

4 IV.プロジェクト評価      

5 V.予備費    10,000  

＊2013 年の支出は 2013 年 8 月時点のもの 

 

NAFIQAD は MARD の関連部門と食品安全における年次 NMP の調整を担当している。 

表－７は、MARD の 3 部局が実施している NMP のリストである。これらの NMP は、

前年のモニタリング結果を踏まえて毎年改善されている。本プロジェクトによる試行モニ

タリングは、国際的な衛生基準を満たす国家モニタリング体制を確立するため、より科学

的・効率的な検査・分析方法の改善をめざして行われるものである。 
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表－７ 農業農村開発省の年次 NMP リスト 

農業省の部門 NMP 

農林水産品質管

理局 

（NAFIQAD） 

養殖水産物における有害物質の残留モニタリングプログラム 

二枚貝軟体動物生産地域のための衛生モニタリングプログラム 

魚の収穫後の安全性のための NMP 

植物防疫局 

（PPD） 

野菜果実の生産及び市場における食品安全モニタリングプログラム 

食品としての輸入農産物の食品安全モニタリングプログラム 

動物衛生局 

（DAH） 

家畜、鶏肉における微生物、動物医薬品、化学物質の汚染モニタリング 

はちみつにおける有害物質残留のモニタリングプログラム 

 

NMP の予算総額は年間約 150 億ドン（交換レート 2 万 1,000 ドン/米ドルで 75 万米ドル

相当）で、ベトナム政府により承認された食品安全に関する国家ターゲットプログラムを

とおして、既存の NMP がこのように予算化されている。NAFIQAD の説明によれば、引き

続き NMP は毎年配分されるとのことから、プロジェクト実施後も国家モニタリングは財

政面でも継続していくことが見込まれる。 

3）技術面 

実施機関は、新たな知識を積極的に吸収しており、プロジェクトが供与した機材を使い

最新の分析方法を活用し、試行モニタリングを実施している。検査・分析においては、実

施機関の検査官らは分析用機材、試薬、施設などベトナムと日本のシステムの違いを理解

し考慮のうえ、ベトナム用に適切な分析方法を適用する工夫をした。こうして、プロジェ

クトによって獲得された分析方法の妥当性検証の方法を使い、分析項目を増加させること

ができるようになった。 

本プロジェクトにおける TMP においては、限られたプロジェクト期間における効率性

を考慮し、卸売市場からのサンプリングを行っている。このため、MARD がめざす原材料

から加工、販売までの食品流通全体をカバーするモニタリングではなかったことから、そ

のニーズに合致していないとの C/P からの質問票回答もみられた。本プロジェクト終了後

も習得した技術を自らのものとして活用しながら、サンプリングを卸売市場だけでなく流

通全体をモニタリングする最適な方法を開発していくことが可能であろう。 

 

４－２ 成果達成にかかわる促進因子と阻害因子 

（1）促進因子 

実施機関はプロジェクトを通じて食品分析とモニタリング技術を正確に理解し、検査のた

めの基礎知識や技術を習得し、現地に適応した方法論を開発できるまでに至っている。

NAFIQAD はもともと EU 向けの水産物輸出のための検査を実施していたため、水産分野に

限られているとはいえ、高い分析技術をもっていたこと及び実施機関の積極的な参加と強い

オーナーシップが、プロジェクトの進捗に貢献する大きな要因であるといえる。 

 

（2）阻害因子 

機材運用の初期段階で一時的に環境の影響で初期不良などが発生したが、その後、適切な
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維持管理により機材は順調に稼働している。また、試薬などもほぼ問題なく使われている。

よって、こうした物的側面からは、大きな阻害因子は中間レビュー調査時点ではみられない。 

 

４－３ 結論 

評価 5 項目に基づく中間レビュー調査の結果によれば、プロジェクトは当初の計画どおりに進

んでおり、3 年間のプロジェクト期間を勘案すると中間時点での達成度は期待以上であるといえ

る。 

評価 5 項目に関しては、以下のようにまとめられる。 

妥当性：ベトナムと日本の両政府の政策の観点から評価は高い。 

有効性：成果は期待どおり順調に達成されており評価は高い。 

効率性：評価は相対的に高い。（一時的に機材や試薬の調達が遅延していたが、現在は機材も

維持管理され、正常に稼働している。） 

インパクト：高い正のインパクトが期待される。 

持続性：ベトナムの食品安全状況を勘案して相対的に評価は高い。（プロジェクトの今後の発

展のためには、習得した知見を踏まえて、技術・マネジメント・人材育成の面で日々の継続

的な努力をすることが重要である。） 

全体として、実施機関はプロジェクトを通じて食品分析とモニタリング技術を正確に理解し、

検査のための基礎知識や技術を習得し、現地に適応した方法論を開発ができるまでに至っている。

実施機関の積極的な参加と強いオーナーシップがプロジェクトの進捗に貢献する大きな要因の 1

つであるといえる。 

現行の PDM でプロジェクトの実態を反映していないところがあることから、調査団は付属資

料 3. 合同評価レポート Annex 7 のように PDM の修正を提言した。 
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第５章第５章第５章第５章    提言と教訓提言と教訓提言と教訓提言と教訓 

 

５－１ 提言 

（1）PDMに関する提言 

現行のPDMでいくつかの部分がプロジェクトの実態を反映していないところがあり、調査

団は、PMUが早期に合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）へ改訂PDMを提出

し、JCCからの承認を受けるよう提言した。（PDM改訂の提言は付属資料3. 合同評価レポー

ト Annex 7を参照） 

 

（2）人材育成に関する提言 

1）エコートレーニングとその参加者数を増やすこと。また、本邦研修に参加したDAHとPPD

のスタッフも活用すること。 

2）エコートレーニングの際には、横浜検疫所の検査センターで訓練された分析方法だけで

なくベトナムで適用可能な方法に修正したものを使うこと。 

3）検査機関の能力を向上し精度管理データを適切に保管するために精度管理を継続的に実

施すること。 

4）短期専門家の助言を踏まえ、NAFIQAD Branch 4は微生物検査における限られた施設にも

かかわらず、可能な限りの努力を行っていることを確認した。現在の努力に加えて、検査

機関機能の改善のために安全キャビネットの修理、交差汚染の防止など更なる措置が必要

である。また、NAFIQADがBranch 4を移転する際（現施設は古く、構造上も検査施設とし

て不便である。現在、MARDは移転を計画中）には、サンプルの動線や手洗い施設などの

改善について検討が必要である。 

5）調査団は本プロジェクトにより訓練されたNAFIQAD/MARDの分析専門家がRETAQセン

ター（Reference Testing and Agro-Food Quality Consultancy Center：RETAQ Center）の業務開

始時に、当センタースタッフの技術研修に寄与することを期待する。 

 

（3）モニタリングへの提言 

今後のNMPを改善していくために、試行モニタリングのデータベースの評価結果をNMP

の計画に反映すること。 

 

（4）その他特記事項 

1）プロジェクトの残り期間（1年2カ月）について、プロジェクトは目標を達成するように

計画された現行の活動を実施することを最優先とすることが必要である。 

2）調査団は、プロジェクトによって検査機関の能力が向上していることを認識した。ベト

ナムにおける食品安全分野のニーズはより高度なものになっており、RETAQセンターには

当初のプロジェクト形成時に比べてより高い能力が期待されている。中間レビュー調査の

結果を踏まえ、次の対応が実施されれば、ベトナムにおける食品安全の改善が達成される

と見込まれる。 

・現行のTMPに含まれていないが、更に必要な検査項目をモニタリングで検討し追加する

こと。（残留農薬分析II、残留動物用医薬品、重金属） 
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・分析結果の信頼性を確保するために各検査機関で優良試験所規範（Good Laboratory 

Practice：GLP）を理解し内部精度管理を実施すること。技能試験（外部精度管理）には

科学技術省（Ministry of Science and Technology：MOST）や保健省のような外部機関を活

用すること。 

・モニタリングにおいては、サンプル収集場所を卸売市場だけではなく生産地がトレース

できるところも選択すること。 

・NMPの目的をリスク管理またはリスク評価か明確にすること。 

 

５－２ 教訓 

（1）相手国の実施機関の間での高い動機づけや円滑なコミュニケーションはプロジェクトの成

果達成レベルに大きく寄与する。 

（2）プロジェクトがOJTで必要な機材や試薬の調達にあたっては、困難が伴うこともあったが、

十分な準備期間を設けることにより対処・改善が可能である。 
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第６章第６章第６章第６章    評価総括評価総括評価総括評価総括/所感所感所感所感 

 

６－１ 団長/総括所感（金井 要） 

本プロジェクトは、MARD 内の NAFIQAD で①農水産食品の検査能力を強化し、②TMP を実

施し、その成果をとおして農水産食品の NMP を改善し、また③食品の安全性確保のための政府

担当者の能力を向上するという成果をめざして開始され、1 年 10 カ月後の 2013 年 9 月に中間レ

ビュー調査を実施することになった。 

ハノイにある NAFIQAD 本部のほか、検査能力の向上のためにホーチミン市、カントー市にあ

る Branch 4 と Branch 6 へも支援が行われている。 

 

（1）Branch 4、Branch 6 の視察 

検査施設は、日本で研修を受けた技術を基に、LC/MS/MS や誘導結合プラズマ/質量分析計

（Inductively Coupled Plasma/Mass Spectrometry：ICP/MS）などを使用し残留農薬や残留動物

用医薬品などの検査を実施している。また、細菌検査部門も新規技術が導入され、今回のプ

ロジェクトを通じて一気に検査能力が向上した。 

日本で長期の検査技術のトレーニングを受けた職員が中心となり、検査能力を向上するた

めに OJT やエコートレーニングが行われた。講師役は準備段階から非常に勉強しなければな

らない。そのため、本人の能力向上や新規検査技術の吸収に効果をみせている。また今年 5

月から実施された TMP のサンプリング検査で導入された手技が実際に使われ、経験を積む

場となった。 

各 Branch は MARD から配分される予算だけでなく、輸出品検査の認定による収益をスト

ックし、検査試薬の購入や人材の雇用に使用しているそうで、高額の検査機器の購入はでき

ないとのことで、日本からの技術研修並びに検査機材などの支援に非常に感謝していた。 

Branch 4 の微生物部門は、もともと銀行であった建物を改装しているため、フロアーを跨

る長い動線、適切な場所に手指を洗う設備がないなど、現場の限られた条件で努力している

様子は感じられたが、施設の構造上の限界を感じた。近々新しい建物に移るとのことなので、

動線を含めた適切なレイアウトが必要であることを伝えた。 

 

（2）PDM 修正について 

PDM の修正が若干なされた。プロジェクト目標が活動実情に則したように見直した部分が

ほとんどである。 

しかし、NAFIQAD ティエップ局長の要望として、PDM の活動（activity 2-4）が 1 つ追加

された。それは、TMP 終了後に関係者を集めたセミナー・ワークショップを開催し、TMP

成果を伝え NMP に反映させるというもので、NMP の改善に TMP を役立てるというもので、

今後も NAFIQAD が NMP において中心的な役割を果たしていきたいという意向があること

を感じた。 

 

（3）中間レビュー調査 

評価 5 項目に従いレビューを実施し、全体として「おおむね高い」と判断された。 

プロジェクトはベトナム政府の食品安全政策に合致しており妥当（relevance）で、プロジ
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ェクト目標は達成しつつあり、有効（effectiveness）に活用されていた。現地で使用する機材

や試薬の投入時期が若干遅れることがあるが、効率（efficiency）よく運用されている。また、

検査能力が向上したために依頼検査が増加したという、正のインパクト（impact）もみられ

た。ベトナム政府の食品安全の基本戦略に合致しており、財政面でもプロジェクトや NMP

予算が確保されており、また導入された技術もベトナムに取り込む努力がなされており、持

続性（sustainability）は比較的高いと思われる。日越通商協定に合致していることはいうまで

もない。 

 

（4）今後の支援の可能性 

ベトナム政府よりの要請で、今後実施が検討されている無償資金協力の RETAQ センター

への機材整備については、ベトナムでの適正技術に限定されるべきと感じる。技術レベルを

一足飛びに超えるためには、まだ人材・能力に限りがある。無償ではダイオキシン分析装置

など、高度な検査機材も要請されているが、非常に高い能力が必要とされ、当面はこのよう

な機材の導入は困難と考える。対象機材は十分に検討する必要がある。 

また、技術的援助は、現在の技術協力プロジェクトに積み上げるものが望ましく、MARD

の ICD 及び SPS オフィスは 2014 年、第 2 フェーズの技術協力プロジェクトの要請を提出す

ると表明しているため、その案件形成段階から適切な専門的助言が求められる。 

このプロジェクトで 技術移転を受けた職員のうち、RETAQ センターに勤務できる職員は

限られているようであるが、技術移転のために地方 Branch から出張ベースで RETAQ センタ

ーに協力できる人は多数いると考える。 

 

（5）「安全な食品で、安心な生活を」 

農水産食品の検査機能が強化され、安全な食品が確認できようになれば、食品を安心して

食べることができる。また、海外輸出基準に合致した食品が安定的に確保されれば、重要な

輸出品目である食糧品をより容易に輸出可能となる。ベトナムからさまざまな食品を輸入し

ている日本にとり大きな利益が見込まれる。 

 

６－２ 技術参与所感 

    

６－２－１ 技術参与所感（加地 祥文） 

ベトナムは 2007 年に WTO に加盟し，物資と人の国境を越えた自由な往来が活発になる状況

下にあり、さらにわが国と 2008 年に日越経済連携協定（Economic Partnership Agreement：EPA）

を締結した際に、ベトナムにおける食品衛生管理に係る能力向上のための技術協力を行うこと

が明記された。その一環として、2011 年から本プロジェクトがスタートしている。 

ベトナム産食品の安全性の向上のため、NMP が 2010 年から開始され、JICA プロジェクトで

は、この NMP の充実強化を中心とした食品安全体制づくりを技術的に支援するため、2011 年

から①検査能力の向上のための検査機材の供与、②検査員の訓練（検査項目の増加、一斉分析

法の導入、エコートレーニングの実施など）、及び③試行 TMP（パイロット・サイトで実施）

を実施してきた。 
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（1）総合的評価 

プロジェクトの中間時における実施成果を評価すると、当初の計画どおり実施できてき

ている。3 年間というプロジェクト期間を考慮すると、その成果は期待以上といえる。プ

ロジェクト終了まで残すところ１年余の期間については、新たな修正などを行わず、計画

どおりの事業を確実に執行することが期待される。 

 

（2）食品安全の更なる充実強化 

これまでの成果を基に、本格的にベトナムにおける食品安全体制を充実・強化するため

には、更に以下の点を考慮していく必要がある。 

・モニタリングのためのサンプル採取場所を、卸売市場だけではなく、トレースバックで

きるようできるだけ流通の川上、すなわち農場、養殖場、と畜場、食鳥処理施設などに

すること。 

・技術協力の相手先の中心が、NAFIQAD であるが、NAFIQAD はその母体が水産省であ

ることから、その所管する食品は水産食品が中心である。一方、DAH は畜産食品、PPD

は果実・野菜・穀物を所掌している。ベトナムの食の安全全般を考えるとき、これら 3

つの機関を包含し、連携してあたることが不可欠であり、技術移転に際してもこれら 3

機関を平等に支援することが必要である。 

・NMP 事業の目的を、食品監視機能、すなわちリスク管理機能として充実強化を図ること。

さらに、モニタリング結果を、原因究明、再発予防などのサーベイランス機能や食品監

視指導制度に連結した総合的な食品安全体制に発展させること。 

・リスク評価機能を導入したい要望もあるが、それには国民栄養調査の実施や曝露調査な

どのモニタリング調査結果以外の基礎的なデータが要求されるところであり、これらに

ついては今後の食品安全体制の充実強化の進捗をみながら検討すべきである。 

・検査精度管理を導入することにより、検査成績の信頼性を確保すること。また、精度管

理を恒常的に維持するためには、組織、人材及び継続的な実施が必要となるが、国家が

実施する公的な検査においては不可欠である。 

・検査項目を拡大することは喫緊ではあるものの、基礎的な技術を確実に定着させたあと、

更に高度な検査項目にとりかかるべきである。基礎的な技術なしに一足飛びに高度な検

査を導入すると、不正確な検査結果を招くおそれがある。 

なお、基礎的な技術には、検査員自らが検査法を改良していく能力を含む。このことに

よって、ベトナムでの検査環境に応じた精度の高い検査法を独自に開発・改良することが

できるようにすべきである。つまり、これまで習得した検査法を自家薬籠中のものにする

まで熟練することで、応用力が身に付いてくるということ。 

 

（3）ベトナムの国民性を考慮した協力の実施 

ベトナムでは、一般的に異動という制度自体がないことがこの調査で初めて判明した。

また、MARD 内の部局間の転勤も原則ないということも判明した。各地方（Branch 4 のあ

るホーチミン市及び Branch 6のあるカントー市）で研修を受けた検査職員や DAH及び PPD

の職員をハノイに設立される検査センター（RETAQ センター）に転勤・異動させること

を前提に技術移転などを行ってきたところであるが、南北間及び部局間の異動が事実上あ
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り得ないことが判明した以上、異動に代わる国内での技術移転の方法を模索しなければな

らない。比較的短期の出張などで対応する方法も一考する必要がある。 

また、ベトナムがわが国以上に「長幼の序」を尊重する文化であることが判明した。技

術移転に係る専門家の選定にあたっては、技術能力を基に判定することはいうまでもない

が、それに加えて、ベトナムにおいてはできるだけ年長者（習う人の年齢よりも先生のほ

うが年上となるよう）を選定するほうが、両者の心理的な抵抗が少ないということである。

ベトナムは若い国ではあるが、40 代後半以上が望ましい。 

今後、技術移転にあたってはわが国の状況を当然の前提としないで、協力相手国の社会

的・文化的背景も事前に十分調査したうえで実施計画を策定すべきである。 

 

（4）プロジェクト終了後の懸念 

本プロジェクトは、2014 年 11 月をもって 3 年間の協力を終了する予定である。日本・

ベトナム国側双方の専門家による努力によって、3 年間の比較的短期間において大きな成

果を達成できる見込みである。 

しかしながら、RETAQ センターの竣工が 2015 年末になるであろうと予測されており、

その可動が 2016 年初からという状況を踏まえると、本プロジェクトが終了する 2014 年末

をもってわが国の協力を解消することは、やっと離陸できたベトナムにおける食品安全シ

ステムを失速、墜落させるおそれが大きい。 

完成した RETAQ センターにおいて、JICA の無償資金供与によって新規に導入される検

査機器を使って、NMP を実施し、また各 Branch や DAH 及び PPD の検査機関の指導を行

い、また、精度管理を実施したうえで、モニタリングの成果をリスク管理に供していくた

めには、更なる技術の熟成、検査項目の追加、データベースに基づく食品安全対策への助

言など、わが国の協力なしに遂行することは困難であろう。 

したがって、本プロジェクト終了後の協力方式について、第 2 フェーズの実施も含めて

状況に応じた適切な方式を検討し、実施することが必須であると考える。 

 

６－２－２ 技術参与所感（田宮 実千雄） 

本プロジェクトは、ホーチミン市にある NAFIQAD Branch 4 及びカントー市にある Branch 6

をパイロットサイトとし、食品中の残留物質などを分析する検査機器及び検査技術の投入が行

われた。これらパイロットサイトにおける検査状況及びトライアルモニタリングの実施状況を

中心として調査を行った。 

 

（1）パイロットサイトにおける検査強化状況について 

1）NAFIQAD Branch 4 理化学部門 

理化学検査部門は、水産食品を検査対象にヒスタミン、抗生物質、貝類などのマリン

トキシン、海水検査、重金属、栄養成分、放射性物質検査を実施している。 

本プロジェクトにより NAFIQAD として初の取り組みである野菜、果実、穀類及び種

実類などの農産食品を対象とした検査が可能となるよう新たな試験方法が導入された。

また、新たな試験法を実施するのに必要な機材は援助により投入（GC/MS/MS 一式、

LC/MS/MS 一式の他ロータリーエバポレーター、シェーカーなど検査機器及び標準品な
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どの試薬類）されている。 

プロジェクト開始から今日までに技術移転された試験法は 4 つの試験法である。 

新たに導入された試験法は、農産食品中に残留する農薬を一度に多数の物質を

GC/MS/MS 及び LC/MS/MS を用いて検査する２つの試験法（野菜・果実の試験法、穀類

等の試験法）、天然物で最も強力な発ガン物質として知られるアフラトキシン（カビの

一種 Aspergillus flavus が産生した毒で、アフラトキシン B1 をはじめ B2、G1、G2、M1

などの種類がある。）を LC/MS/MS を用いて検査する試験法、また、人や家畜に対する

中毒を起こすことで知られるデオキシニバレノール（麦類やトウモロコシなどに主にフ

ザリウム属のかび（赤かび）が産生するトリコテセン系のカビ毒）を高速液体クロマト

グラフ（High Performance Liquid Chromatograph：HPLC）及び LC/MS/MS を用いて検査

する試験法である。 

残留農薬検査は、第一段階として 75 項目の農薬を同時に分析する試験法の技術移転

を行い、NAFIQAD ではこのうち 71 項目について採用し、SOP を作成し承認を受けてい

る。今年、5 月からの開始された TMP において残留基準を超える農薬が検出した事例が

既に数例認められており、モニタリング検査において一斉試験法が効果的で実用性が高

い試験方法であることが実証された。 

アフラトキシン検査は、OJT を行うなかで試験品としたターメリック及び混合飼料か

ら高濃度のアフラトキシンの検出が認められたと報告されている。身近な食品などから

簡便な方法でアフラトキシンが検知されている。今後は、検査対象とする食品の範囲を

広められるよう、食品ごとに試験法の評価を行い、アフラトキシンの汚染状態を効率的

にモニタリングすることで、農産食品の安全性を確保する方法の検討に役立つものと期

待できる。 

残留物質の検査において、日常的な機器のメンテナンスを中心とし、高感度な分析機

器の性能をいかに持続的に維持できるかが検査能力を計るうえで重要な要素となる。こ

の点でも C/P を中心に技術力は高まり、OJT 当初にみられた検査機器の不調は解消され、

機器が本来もつ性能は維持されている。 

NAFIQAD Branch 4 の理化学検査室では、残留農薬、動物用医薬品、アフラトキシン

検査が 1 つの検査室内で行われており、試験の各行程で用いる機器は共用である。検査

機器は援助により投入されたものであるが設置台数は必要最低限である。1 日の勤務時

間内に処理可能な検体数は平均 12 件程度であった。濃縮操作に用いるエバポレーター

は 2 台導入されているが、各種の試験が同時に進行した場合に濃縮操作の行程で渋滞し、

試験法本来の迅速に分析できる試験法の特徴は生かされていなかった。今後、検体数に

応じて汎用機器を増設により効率的な検査が期待できる。 

LC/MS/MS は、農産物中の残留農薬、アフラトキシン、畜水産食品中に残留する動物

用医薬品検査などに食品中に残留するさまざまな物質の検査に使用される。試験方法ご

とに分析条件を変えて測定するため検査を行う順番を決めて実施している。今後、本格

的な検査を行う場合は、モニタリング計画の規模に応じて必要な機器を適宜増設する更

に効率的に検査が可能となる。 

短期間で高度な試験方法が受け入れられたこと、検査項目が大きく増えたこと、TMP

を実施するなかで食品由来の成分の影響で試験が困難な状況を克服することにより C/P
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及びその他の検査担当者の検査能力は向上している。 

中間レビュー調査の段階での目標達成状況は良好であると考えられる。 

 

2）NAFIQAD Branch 4 微生物部門 

微生物部門は、従来から行われている水産食品の病原微生物検査に加え、新たに農産

品食品、畜産食品を対象とする病原微生物検査が可能となるよう、試験に必要なサーマ

ルサイクラー、ゲル撮影装置などが援助された。これら装置は PCR 法により食中毒の原

因遺伝子を迅速に検出することができることから、モニタリング検査において有効であ

る。本プロジェクトでは 2 つの試験法（腸管出血性大腸菌 026、0111 及び 0157 検査法

を、腸管出血性大腸菌 0104 検査法）を中心に技術移転が行われた。標準菌株及びその

他試験に必要な試薬などの調達に苦労がみられたが、検査実施 SOP 案が作成され、C/P

はエコートレーニングが実施できるまでに養成されている。OJT 期間中に多くの試験品

からベロ毒素遺伝子が検出されたと報告され、試験法の有効が示唆された。今回の TMP

で実施する検査項目には含まれていないことから、実務に適用した際の試験法の有効性

や問題点などを確認できなかった。TMP では鶏肉などを対象としたサルモネラの検査を

実施している。これまでの結果では比較的高い頻度で陽性となっている。 

短期専門家は、OJT を実施するなかで作業導線の確保、無菌操作の重要性を指摘して

いる。高度な技術を受け入れるためには、検査を行う環境も相応する状態となるよう考

慮されなければならないと考えるが、調査時において試験室の作業導線及び設備の維持

管理について確認したところ、検査室の安全キャビネットは故障により使用不能となっ

ているなど、交差汚染を防止する措置が不十分と思われる部分がみられた。微生物検査

において、無菌操作できる環境の確保は必須であることから速やかに対応すべきと考え

る。 

なお、NAFIQAD Branch 4 の検査施設は、近い将来に移転する計画がある。この場合

には衛生的で作業効率を考慮した導線が確保される検査室となるよう期待する。 

 

3）NAFIQAD Branch 6 理化学検査部門 

Branch 6 は NAFIQAD のなかでは一番規模の大きな検査施設を有している。 

Branch 6 にはこれまで、動物用医薬品検査を行うための 4 つの試験法について技術移

転が行われている。動物用医薬品一斉試験法Ⅰ（29 項目）、動物用医薬品一斉試験法Ⅲ

（13 項目）、クレンブテロール及びラクトパミン試験法（2 項目）、ニトロフラン類一斉

試験法（4 項目）。いずれの試験法も測定機器は LC/MS/MS を用いて分析する。Branch 6

に援助により導入された機器は LC/MS/MS のほか、食品中の重金属を検査する機器とし

て ICP/MS がある。本邦研修及び OJT については今後、プロジェクトの残りの期間で実

施する計画である。 

動物用医薬品検査は、第一段階として合計 48 項目を分析するための各試験方法が技

術移転された。既に各試験法の SOP 案は作成されているが、ラボでの実務に適合した方

法となるよう評価中であった。Branch 6 は、水産食品中のニトロフラン類検査法につい

ては従来から実施しており、試験法の SOP が作成されている。今後の検査においてもこ

れを使用する方針であると報告している。この従来試験法については、抽出方法に問題
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が認められたことから OJT 期間中に検討が行われ改善され、輸出品などの検査において

使用されている。 

動物用医薬品検査の対象食品が畜産食品まで拡大できたこと、検査項目が増えたこと

により中間レビュー調査の段階での目標達成状況は良好であると考えられる。 

Branch 6 における残留農薬検査について、C/P として検査担当者１名が本邦研修及び

Branch 4 で行われた OJT に参加している。エコートレーニングでは更に 2 名の検査担当

者が受講している。今回の TMP においては Branch 6 における残留農薬検査は実施され

ていないが、設備面においては、今回 LC/MS/MS が導入されたことで Branch 4 と同様の

試験が可能となる能力が備えられている。Branch 6 が所有する GC/MS はシングル MS

であり、今回のプロジェクトで導入した試験方法を変更しなければならない作業は残る

が、ガスクロマトグラフ（GC）による分析法と組み合わせることで一斉試験法による残

留農薬試験も可能となる状態であった。 

理化学検査部門で生じた有機溶剤などの廃棄処理について確認した。廃液などは分別

して回収し、回収業者を介して廃棄を行っていた。検査件数が比較的少なく廃液の排出

量は少なかった。 

微生物部門には PCR 法による分析装置は設置されていないが、検査担当者１名が OJT

に参加している。 

 

（2）TMP とこれからの課題について 

1）信頼性確保 

TMP の実施により数多くの食品について検査結果が得られている。これらのなかには

基準に適合しない結果も含まれている。これら検査結果は、現在開発中のソフトにより

データベースとして蓄積され、NMP へ反映され、食品の安全確保に寄与する。その一方

で、TMP による試験を実施したパイロットサイトでは、検体の試験と同時併行して実施

した精度管理のデータを集積し、これらを検査業務の管理に役立てることが大切である。

NAFIQAD の検査施設は ISO17025 を取得しており、この認定を得るためには、施設と

して各種の遵守すべき事項を規定しなければならない。 

プロジェクトの後半において、GLP に関するプログラムが計画されている。OJT を行

う際は、GLP の手法を参考に、これら信頼性に係るデータを用いて試験法の評価、検査

結果の評価などを行うことが可能となる。TMP が実施されている期間中に可能な限り添

加回収試験の頻度を増やし、多くの精度管理データデータを得ることが有意義な OJT の

実施に結びつくと考える。 

TMP で実施している検査項目に限らず、新たに導入した試験法についてはプロジェク

ト期間中に何度も試し、データを集積することが望ましい。 

 

2）関係機関との連携について 

今回、プロジェクトを通じて新規に導入した各試験方法が、今後の NMP などで実施

される検査に有効な試験方法であるかを検討するうえで重要な意味をもつことになる

かもしれない。 

例えば、NAFIQAD で実施した OJT において、混合飼料からアフラトキシンが検出さ
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れた事例があるが、DAH において家畜の飼料を管理するために有効な試験法かもしれな

い、あるいは食肉に対する腸管出血性大腸菌の検査は TMP では実施されていないが、

DAH においては有効な試験法かもしれない。それはベトナム国内では NAFIQAD Branch 

4 だけが試験を行う能力をもっており、他の機関に先駆けて試験法の有効性を知り、食

品汚染の実態について何らかの知見を得る機会をもっている。 

新たに導入された試験法を風化させることのないよう、プロジェクトの協力期間中に

更にエコートレーニングを実施するなど、関係機関がより具体的な情報を共有できるよ

うパイロットサイトの役割に期待する。 

 



付付付付    属属属属    資資資資    料料料料    

 

１．調査日程  

 

２．主要面談者  

 

３．中間レビュー調査協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）  

 

４．評価グリッド  

 

５．質問票（Questionnaire for counterpart）  

 

６．質問票への回答の集計 

 

７．収集文献・資料一覧 

 

８．PDM改訂比較表 

 

９．国家モニタリングプログラムと試行モニタリングプログラム  















































































































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表紙
	目次
	プロジェクトサイトの位置図
	写真
	略 語 表
	評価調査結果要約表
	第１章 中間レビュー調査の概要
	第２章 中間レビュー調査の方法
	第３章 プロジェクトの実績
	第４章 中間レビュー調査の結果
	第５章 提言と教訓
	第６章 評価総括/所感
	付 属 資 料
	１．調査日程
	２．主要面談者
	３．中間レビュー調査協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）
	４．評価グリッド
	５．質問票（Questionnaire for counterpart）
	６．質問票への回答の集計
	７．収集文献・資料一覧
	８．PDM改訂比較表
	９．国家モニタリングプログラムと試行モニタリングプログラム




